
        
        厚生労働省 
 

 
 

 

 

 
平成 30 年の労働災害発生状況を公表 

～ 2 年連続の増加 ～ 
 

石川労働局（局長 松竹
まつたけ

 泰男
や す お

）では、平成 30 年の休業４日以上の労働災害発生状況を取

りまとめましたので公表します。 

 
 

 
 
 
 
1 死亡災害の状況（別添資料「年別・業種別労働災害発生状況（確定値）」、「平成３０年死亡災害発生状

況」参照） 

（1）死亡者数は 15 人となり、２年連続の増加となりました。 

（2）前年と比べて建設業（７人→３人）が大幅に減少するも、製造業（２人→４人）、運輸交通業（０

人→２人）、第三次産業（２人→５人）が増加した結果、全体として前年よりも３人増加しました。 

 
2 休業４日以上の死傷災害の状況 

（別添資料「年別・業種別労働災害発生状況（確定値）」、「年別・月別労働災害発生状況」参照） 

(1) 休業４日以上の死傷者数の推移と主要業種の前年比較  

過去５年間では、平成 26 年から平成 28年にかけて緩やかに減少しましたが、平成 30 年は平成

29 年から２年連続で増加し、休業４日以上の死傷者数は 1,250 人となりました。 

主要業種別では、製造業以外で増加しました。 

 
(2) 事故の型別発生状況  

ｱ  「転倒」災害によるものが 418 人(33％)と最も多く、次いで「墜落･転落」災害が 244 人（20％）、

「はさまれ･巻き込まれ」災害が 126 人(10％)となっています。 

ｲ 「転倒」災害（前年比 96 人増加、30％増加）が著しく増加したのが平成 30 年の労働災害の特

徴で、大雪の影響により１月、２月に「転倒」災害が急増しました。商業、製造業、保健衛生

業をはじめとして、ほぼ全産業で発生しています。高年齢労働者の増加により、長期間の休業

に至る転倒災害も多く発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 死亡災害の状況 
死亡者数は 15 人（前年 12 人）となり、3名の増加。 

○ 休業４日以上の死傷災害の状況 

休業４日以上の死傷者数は、1,250 人（前年比 97 人（8.4％）増加）となり、２年

連続の増加。 

石川労働局労働基準部 
担当；健康安全課長 野田 宏    

産業安全専門官 米谷英一 
     連絡先  076-265-4424 

石川労働局 Press Release 
石 川 労 働 局 発 表 
平成 31 年 4 月 26 日（金） 
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3 労働基準監督署別の発生状況  

金沢署、小松署では、死亡災害、死傷災害とも増加しています。 

 
4  今後の対応等 

石川労働局では、第 13 次労働災害防止計画の２年度目となる平成 31 年度は、計画の基本目標の

達成に向けて、ほぼ毎年死亡災害が発生している製造業、建設業や、災害発生件数が増加傾向にあ

る道路貨物運送業、第三次産業などの業種別対策のほか、高年齢労働者対策、転倒災害防止対策等

の業種横断的対策を重点として、管内状況を踏まえ、計画的に労働災害防止に向けた取組を行うこ

ととしています。 

  署 

 年 

金沢署 小松署 七尾署 穴水署 合 計 

死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 

平成 30 8 738 4 301 1 136 2 75 15 1,250 

平成 29 3 689 2 235 4 145 3 84 12 1,153 
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    ＊本統計は、休業4日以上の死傷災害及び死亡災害を集計したもの
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確　定　版
石    川    労    働    局

番号 署別 発生月 業種 年齢 事故の型 起因物 発生状況

1 小松 1月
　鉄骨 ・鉄筋コンク
　リート造家屋建築
　工事業

20代 墜落、転落 足場
　建屋の鉄骨組立作業中、ボルト締め作業を行おうとしていたところ、
足場の3段目（高さ約6.0ｍ）から墜落した。

2 穴水 1月 その他の林業 50代 飛来、落下 立木等
　つるが複雑に生い茂った森林において伐木作業中に、頭部が倒れ
てきた木の下敷きになった。

3 小松 1月 通信業 40代 その他 起因物なし
　長期間にわたり長時間の時間外労働を行っており、客先へ配達の
ため出発した後、配達先において、倒れているところを発見された。

4 金沢 2月 金属製品製造業 50代
はさまれ、
巻き込まれ

トラック
　4トントラックで製品を工場に搬入するため、運転席側のドアを開け
て後方確認をしながら後退していたところ、工場出入口の壁とトラック
の間に上半身が挟まれた。

5 七尾 4月 道路貨物運送業 60代 飛来、落下 荷姿の物
荷主先工場において移動式クレーンの荷台にコンクリート製品を積込
む作業中、付近に4段積みされていた大型のコンクリート製品が、被
災者の頭部に落下した。

6 金沢 6月
その他の接客娯
楽業－その他

40代 その他 起因物なし
　長期間にわたり長時間の時間外労働を行っており、営業のために外
出した際、外出先において、倒れているところを発見された。

7～9 金沢 6月 パルプ・紙製造業
50代
40代
20代

有害物等と
の接触

有害物

製紙工場において、希硫酸を使用した原料調整を行う深さ約４．６ｍ
のピットに異物が混入したため、ピットに入り除去しようとしていた被災
者Aが梯子の途中で転落した。被災者Aの救助に向かった被災者Bも
梯子の途中で転落し、次に救助に向かった被災者Cも転落し、３名と
も死亡が確認された。死因は硫化水素の吸引による急性中毒であっ
た。

10 金沢 8月 その他の事業 40代 墜落、転落 地山、岩石
道路脇の斜面（高さ約１３０ｍ、勾配約４０～４５度）において、浮石等
の危険性の調査のため、同僚と２名で実地踏査を行っていたところ、
高さ約１００ｍの地点で足を滑らせ、約２０ｍ滑落した。

11 小松 9月 河川土木工事業 50代 切れ、こすれ
その他の
一般動力
機械

築堤工事において使用するU型側溝を高速切断機（エンジンカッター）
で切断加工中、切断機が反動で跳ね返り、切断作業を行っていた被
災者の身体を切創した。

12 小松 9月
その他の接客娯
楽業－その他

70代 墜落、転落 はしご等

三脚脚立を使用して地上約1.5メートルの高さから庇の内部の雨水排
水路のごみ取り作業中、脚立が倒れ、高さ3.26メートルの庇にぶら下
がった状態になり、その後、落下した際、頭部を打ち、５日経過後に死
亡したもの。

13 金沢 10月
一般貨物自動車

運送業
70代

交通事故
（道路）

トラック
福井県敦賀市樫曲の国道８号線樫曲トンネルを走行中、対向車の大
型トラックがセンターラインをはみ出し、被災者の大型トラックと正面
衝突したもの。

14 金沢 10月
機械器具設置工

事業
40代 墜落、転落 はしご等

高さ4.5ｍの天井の照明器具取替工事において、高さ2.6ｍの脚立を
用いて作業を行っていたところ、足を踏み外し墜落したもの。ヘルメッ
トは着用していたが、墜落時は足元に転がっていたもの。

15 穴水 10月 警備業 40代
交通事故
（道路）

乗用車
のと里山海道にて、道路工事に伴う片側交互通行規制の交通誘導を
行っていたところ、羽咋方面より走行してきた乗用車が被災者の立つ
停止位置に気づかず、規制車線内に進入し、激突したもの。

平成30年　死亡災害発生状況



1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計（人）

84 78 42 204

(1) (0) (0) (1)

206 147 79 75 89 91 119 83 88 109 85 79 1,250

(3) (1) (0) (1) (1) (3) (0) (1) (2) (3) (0) (0) (15)

108 103 103 75 94 93 92 108 90 96 98 93 1,153

(1) (3) (1) (1) (2) (1) (0) (1) (0) (0) (0) (2) (12)

100 91 80 85 80 82 74 87 88 78 76 66 987

(0) (1) (0) (3) (1) (1) (1) (1) (0) (1) (0) (0) (9)

83 77 80 79 80 75 90 97 80 99 102 74 1,016

(2) (0) (0) (1) (0) (0) (1) (1) (3) (1) (1) (0) (10)

*休業4日以上の休業災害及び死亡災害を集計したもの。（　）内は死亡災害であり、内数

*H31年は速報値であり、H31年３月までに報告のあった件数を集計したもの（H27～H30は確定値）

＊速報値とは、Ｈ30年、Ｈ31年ともに当年1月から3月までに報告のあった件数を集計したもの。

年別・月別労働災害発生状況
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石川労働局健康安全課

労働災害の現況
平成30年の概況
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1 労働災害の推移

増減率（％）

△ 3.5

1.3

△ 4.8

△ 2.9

16.8

8.4

　 　

前年との対比

増減

97

166

△ 29

△ 51

14

△ 38

（１）死傷者数

平成30年に発生した休業4日以上の死傷者数は、平成28年から大幅に増加した平成29年から更

に増加し、1,250人となった。(「労働者死傷病報告」による。以下同じ。)

発生状況の推移は、図1のとおりであり、増加率は平成29年のものと比べると小さくなったも

のの、発生件数は平成10年代の水準となった。

表1　前年との対比

平成27年 1,016

平成25年 1,053

対象年
死傷者数

(休業4日以上)

1,250

（２）死亡者数

　平成30年に労働災害により死亡した労働者は､前年の12人より３人増加し、15人となった。
業種別では、製造業４人（はさまれ・巻き込まれ１人、有害物との接触３人）、建設業３人

（墜落・転落２人、切れ・こすれ１人）、運輸交通業２人（飛来・落下１人、交通事故１人）、
林業１人（飛来・落下）、第３次産業５人（墜落・転落２人、過重労働２人、交通事故１人）と
なっている。
また、最も多かった墜落・転落災害の内、災害発生時に保護帽を着用していなかったのが１

件、着用していたが外れたのが３件であった。

平成26年 1,067

平成28年 987

図１　年別労働災害発生状況の推移

平成30年

平成29年 1,153

大幅増加した平成29年より更に増加。
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2 月別の発生状況

3 業種別発生状況の推移

(2)建設業
　死傷者数は147人（全産業に占める比率は11.8％）と、前年と比べて12人、8.9％増加した。な
お、死亡者数は前年と比べて、７人から３人と減少した。

図２　月別の発生状況の推移

平成30年１月・２月は大雪の影響もあって、凍結等による転倒災害が昨年にも増して多発し
た。また７月は猛暑の影響もあって、熱中症が多発するとともに、高年齢者を中心とした転倒災
害も多発した。更に、秋期から年末にかけては、人出不足の影響もあって、製造業などに「はさ
まれ・巻き込まれ」災害、社会福祉施設において「動作の反動・無理な動作（主に腰痛）」が増
加傾向にあった。

(1)製造業
　死傷者数は302人（全産業に占める比率は24.2％）と、前年と比べて17人、5.3％減少した。最
も減少幅が大きかったのは、食料品製造業（-20人）であり、増加幅が大きかった業種は、パル
プ等製造業（+９人、内３人死亡）、鉄鋼業（+11人）であった。

(3)運輸交通業
　死傷者数は154人（全産業に占める比率は12.3％）と、前年と比べて13人、9.2％増加した。ま
た、昨年はゼロであった死亡者数は２人となった。

図３　業種別の発生状況の推移

(4)第三次産業
　死傷者数は592人（全産業に占める比率は47.4％）と、前年と比べて87人、17.2％増加した。
減少した業種は金融広告業のみであり、特に商業(34人）では21.8％、社会福祉施設(20人）では
27.4％、飲食店（15人）では40.5％、清掃・と畜業（17人）では、32.7％と２割以上増加した業
種が少なくなかった。また、死亡者数は、前年と比べて、２人から５人と増加した。
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4 事故の型別発生状況の推移

5 起因物別発生状況の推移

図５　転倒災害の起因物別の発生状況

図４　事故の型別災害発生状況の推移

図６　起因物別の発生状況

事故の型別に見ると「転倒」による死傷者数が418人(33.4％)と最も多く、次いで高所や階段
等からの「墜落・転落」が244人(19.5％)、機械等への「はさまれ・巻き込まれ」が126人
(10.1％)となっている。
特に転倒災害は、年初に発生した大雪が大きく影響し、その他の環境（雪、凍結等）を起因と

するものが156件発生した。これは、平成23（2011）年の大雪の際に発生した117件を大きく上回
るものであった。

起因物別に見ると、「その他の環境等」を含む「その他」に次いで、通路や作業床等を含む
「仮設物・建築物等」が345人(27.6％)と多く、人力機械工具や梯子などの「装置、用具等」が
195人（15.6％）、フォークリフトやトラックなど「クレーン等、運搬機械」が181人（14.5％）
となっている。
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6 事故の型・起因物別発生状況

7 年齢別発生状況

事故の型・起因物をクロスして見ると、転倒災害に次いで多い墜落・転落災害は、仮設物・建
築物等（階段が最も多く、次に作業床）や装置・用具等（主に梯子、脚立）によるものが多発し
ている。また、はさまれ・巻き込まれ災害は、動力機械やクレーン等・運搬機械によるものを合
わせると76.2％におよび、切れ・こすれ災害は、動力機械によるもの54.7％となっている。

　年齢別の発生状況では、50歳代以上の負傷者数は663人に上り、53.0％と、依然として過半数
を超えている。特に、旅館業では負傷者の81.4％を50歳代以上が占めており、小売業及び社会福
祉施設も6割を超えている。

図７　事故の型・起因物別発生状況、発生割合

図８　年齢別発生状況
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8 業種別経験年数別発生状況
　　経験年数別に見ると、１年以下の労働者の災害が26.3％を占めており、昨年より３ポイント減少し
た。
　また、４か月以上７か月未満に比べて４か月未満の者は依然として業種を問わず災害発生発生率が高
くなっている。社会福祉施設等の保健・衛生業について、他業種と比較すると３年１か月以上から１０
年以下の中堅クラスについて発生率が高くなっている。

図９　事故の型別　50歳以上の労働災害の全体に占める割合
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9 業種別災害発生状況

製造業

建設業

事故の型別
機械等への、はさまれ・巻込まれ災害及び転倒災害が79人（26.2％）と最も多く、次いで墜

落・転落災害が38人（12.6％）となっている。死亡災害は硫化水素中毒により３人、トラックの
ドアと工場の壁に挟まれた災害で１人となっている。
製造業の小分類別では、食料品製造業が53人(17.5％)と最も多く、次いで金属製品製造業、一

般機械器具製造業が共に47人(15.6％)、繊維工業(衣服その他の繊維を含む）が26人(8.6％)と
なっている。

事故の型別
高所等からの墜落・転落災害が58人(39.5%)と

最も多く、次いで、切れ・こすれ、飛来・落下災
害が共に 17人（ 11.6% ）、転倒災害が 14人
（9.5％）、はさまれ・巻き込まれ、高温・低温
の物との接触（熱中症を含む）が共に８人
（5.4％）となった。
また、死亡災害については、墜落・転落災害に

よる死亡者が２人。いわゆるエンジンカッターに
よる切創での死亡者が１人であり、合計３人と
なった。
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運輸交通業

小売業

社会福祉施設

事故の型別

転倒災害が昨年と比べて10人増加し、
66人（48.9%)と最も多く、次いで、階段
や脚立等からの墜落・転落災害が18人
（13.3％）、交通事故及び動作の反動・
無理な動作が共に９人(6.7%)、激突が８
人（5.9％）となっている。
なお、死亡災害については、発生して

いない。

事故の型別

　転倒災害が44人（47.3％）となり、昨
年と比較して10人も増加した。また、腰
痛等を発症した動作の反動・無理な動作
が24人（25.8％）となり、転倒災害と合
わせると全体の約73％を占めている。
　なお、死亡災害については、発生して
いない。

事故の型別

　高所や荷台、トラック等からの墜落・
転落災害が44人（28.6%）と最も多く、次
いで、転倒災害が43人（27.9％）、飛
来・落下災害が14人（9.1％）、交通事故
が13人（8.4％）、はさまれ・巻き込まれ
災害が11人（7.1％）となっており、動作
の反動・無理な動作については、昨年よ
りも３件増加し、10人(6.5％)となってい
る。
　また、死亡災害については、荷積み作
業中に付近に積まれていた製品が落下し
ての死亡者が１人、交通事故による死亡
者が１人の合計２人となった。
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